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自治労渡島・檜山地方本部合同三評労働者集会


自治体では、もはや「単純労働者」はいない





6月15日（土）、大中山コモン（七飯町）で、渡島・檜山地本合同三評労働者集会を開き70人が参加した。


渡島地本・川村委員長のあいさつ後、道本部・大西組織部長が、「自治体ではもはや、単純労働者はおらず、三評の労働者はその場の的確な判断を求められている。安倍政権は地方自治を否定したものであり、参院選をしっかりと取り組まなければ、自公政権が継続されるということを意識してほしい」とあいさつした。


各分科会では職場の現状や課題について、活発な意見交換が行われた。現業・公企評議会では「民間委託と直営では何が違うか考える必要がある」。社会福祉評議会では、「災害時に対応できるよう、周囲に動揺を見せない冷静な対応が住民を守ることになる」。衛生医療評議会では、「町立病院こそ感染対策











を通じて、地域に密着した活動ができるのではないか。今後も自治体病院に将来にむけて議論が必要」。といった意見が出された。


続いて、自治労公企評議会副議長の佐藤秀人さんが「ライフラインのための危機管理指針」について基調提起があり、「災害発生時は労働条件よりも災害対応が優先される。オーバーワークにならないよう、危機管理指針を予め定めておくことが大切だ。労使協議を行う場合は、地震発生時の初期対応、減災対策、災害対応訓練、自治体職員が災害対策に集中できる環境づくりなどを盛り込んでほしい」と提起した。


最後に、渡島地本現業・公企評議会・渡部議長から、「本日議論した内容を日頃の業務に役立てていってほしい」と呼びかけた。


参加された皆さん、お疲れさまでした。








渡島地本川村委員長あいさつ





分科会で助言する、道本部大西組織部長





第一分科会で討議する参加者





基調提起する佐藤自治労公企評議会副議長





渡島地方本部は参議院議員選挙で、小川勝也・あいはらくみこ必勝にむけ取り組んでいます。


組合員の皆さまのより一層のご奮闘をよろしくお願いします。





渡島地方本部は、2012年2月10日の執行委員会・単組代表者会議で「比例区・あいはらくみこ」、2013年2月15日の執行委員会・単組代表者会議で「北海道選挙区・小川勝也」を推薦決定しています。








